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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第４期

第１四半期累計期間
第３期

会計期間
自 2023年３月１日
至 2023年５月31日

自 2022年３月１日
至 2023年２月28日

売上高 (千円) 293,996 617,397

経常利益 (千円) 108,950 63,399

四半期(当期)純利益 (千円) 71,992 49,930

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － －

資本金 (千円) 9,900 9,900

発行済株式総数 (株) 9,900 9,900

純資産額 (千円) 161,203 89,211

総資産額 (千円) 405,226 341,115

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 7.27 5.04

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － －

１株当たり配当額 (円) － －

自己資本比率 (％) 39.8 26.2

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

　 ２．持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社を有していないため記載しておりません。

３．当社は、2023年11月15日開催の取締役会決議に基づき、2023年12月８日付で普通株式１株につき1,000株の割

合で株式分割を行っております。そのため、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当

たり四半期純利益を算定しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上

場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

　 ５．１株当たり配当額については、配当を実施していないため、記載しておりません。

６．第４期第１四半期累計期間の四半期財務諸表及び第３期の財務諸表については、株式会社東京証券取引所の

有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に準じて、監査

法人Ａ＆Ａパートナーズにより四半期レビュー及び監査を受けております。

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な関係会

社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

該当事項はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（１）経営成績の状況

　当第１四半期累計期間（2023年３月１日～2023年５月31日）におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症

の影響が収束に向かう中で、国内における行動制限及び海外からの入国制限の緩和に伴う人流の回復や消費活動の

正常化が進行し、景気の回復が期待される一方、ロシア・ウクライナ情勢に起因する資源・エネルギー価格の高騰

や円安による原材料価格の高騰等、依然として経済の先行きは不透明な状況が続いております。

　製造業の品質検査における労働集約的作業や従来の製品に代わる手段として、AIを活用した画像検査アプリケー

ション「Phoenix Vision」の提供及び生産工程におけるAI技術の導入、データを活用した自動化を支援するコンサ

ルティングサービスを行ってまいりました。

　こうした経営環境の中でも、当社がサービスを提供する製造業界では、生産性向上に寄与するデジタル技術に対

する投資は拡大基調であります。当社は顧客課題を解決するための販売活動及び製品開発を進めてきた結果、当第

１四半期会計年度末の受注残高として280,611千円を繰り越すことになりました。

　この結果、当第１四半期累計期間においては、売上高293,996千円、営業利益109,255千円、経常利益108,950千

円、四半期純利益71,992千円となりました。

　なお、当社の事業セグメントは製造業DX事業の単一セグメントでありますので、セグメント別の記載は省略して

おります。

（２）財政状態の状況

　（資産）

　当第１四半期会計期間末における総資産につきましては、前事業年度末に比べ64,110千円増加し、405,226千円と

なりました。これは主に、売掛金が45,655千円増加、原材料が15,446千円増加したこと等によるものであります。

（負債）

　当第１四半期会計期間末における負債合計につきましては、前事業年度末に比べ7,882千円減少し、244,022千円

となりました。これは主に、契約負債が6,110千円減少、未払消費税等が7,393千円減少、未払法人税等が18,473千

円増加、長期借入金が12,741千円減少したこと等によるものであります。

（純資産）

　当第１四半期会計期間末における純資産合計につきましては、前事業年度末に比べ71,992千円増加し、161,203千

円となりました。これは主に、四半期純利益を71,992千円計上したことによるものであります。

（３）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況の分析」中の重要な会計方針及び見積りに記載した会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

の記載について、重要な変更はありません。

（４）経営方針・経営戦略等

　当第１四半期累計期間において、当社の経営方針・経営戦略等の重要な変更はありません。
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（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第１四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変更はあ

りません。

（６）研究開発活動

　当第１四半期累計期間の研究開発活動は、従来通り顧客に信頼される「製品」を開発するべく研究を日々積み重

ねております。また、今後もＩＴ市場における関連機器等に設備投資の増加が期待できることから、引き続きこれ

らの分野におきましては新製品を開発すべく鋭意努力をしてまいります。

　当第１四半期累計期間における当社が支出した研究開発費の総額は28,440千円であります。

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000

計 100,000

（注）2023年12月８日開催の臨時株主総会決議に基づき、同日付で定款の一部を変更し、発行可能株式総数が39百万株

となっております。

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年５月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年１月18日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,900 9,900,000 非上場

完全議決権株式であり、権利内容に
何ら制限のない当社における標準と
なる株式であります。単元株式数は
100株であります。

計 9,900 9,900,000 ― ―

（注）１．2023年11月15日開催の取締役会決議に基づき2023年12月８日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株式分

割を行っております。これにより、発行済株式総数は9,890,100株増加し、9,900,000株となっております。

２．2023年12月８日開催の臨時株主総会決議において定款の一部変更を行い、2023年12月８日付で１単元を100株

とする単元株制度を採用しております。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

第３回新株予約権

決議年月日 2023年３月７日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員１

新株予約権の数（個） ※ 99（注）１

新株予約権の目的となる株式の種
類、内容及び数（株） ※

普通株式 99［99,000］（注）１

新株予約権の行使時の払込金額
（円） ※

252,000［252］ （注）２

新株予約権の行使期間 ※ 2025年３月８日または当社の上場日のいずれか遅い日から2033年２月28日まで

新株予約権の行使により株式を発行
する場合の発行価格及び資本組入額
（円） ※

発行価格 252,000［252］
資本組入額 126,000［126］

新株予約権の行使の条件 ※ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
対象者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入れその他の処分をすることが
できない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項 ※

（注）４

※新株予約権の発行時（2023年３月８日）における内容を記載しております。新株予約権の発行時から提出日の前月

末現在（2023年12月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を［］内に記載

しており、その他の事項については、新株予約権の発行時における内容から変更はありません。
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(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。

ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により付与株式数を調

整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権の割当日後に時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行株式数 ＋

新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金
額

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１株当たり時価

既発行株式数＋新株発行(処分)株式数

３．新株予約権の行使条件は、以下のとおりです。

(1)新株予約権者は、権利行使時においても、当社の取締役、監査役または従業員の地位にあることを要するも

のとする。ただし、諸般の事情を考慮のうえ権利の存続を取締役会が承認した場合は、この限りではな

い。

(2)新株予約権の行使は１個単位とし、１個未満の行使は認めない。

(3)対象者は、付与された権利を第三者に譲渡、質入れその他の処分をすることができない。

(4)新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権の相続を認めないものとする。

(5)対象者は、「新株予約権を行使することができる期間」に定める行使期間内に限り行使することができるも

のとする。ただし、行使に係る権利行使価額の年間(１月１日から12月31日)の合計額が対象者１人当たり

1,200万円を超過することになる行使はできないものとする。

４．当社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

(1)当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換契約書、または当社が分割会社となる

会社分割についての分割計画書・分割契約書について株主総会の承認(株主総会の承認を要しない会社分割

の場合は取締役会決議)がなされたとき、ならびに株式移転の議案につき株主総会の決議がなされたとき

は、当社は残存する新株予約権の全部を無償にて取得することができる。

(2)対象者が権利行使する前に、上記３(1)に定める規定に基づく新株予約権の行使の条件を満たさなくなった

場合、もしくは新株予約権者が死亡した場合は、当社はその新株予約権を無償にて取得することができ

る。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高

(千円)

2023年３月１日～
2023年５月31日

－ 9,900 － 9,900 － －

（注）2023年11月15日開催の取締役会決議に基づき2023年12月８日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株式分割を

行っております。これにより、発行済株式総数は9,890,100株増加し、9,900,000株となっております。

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) － － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,900 9,900

完全議決権株式であり、権利内容に何
ら制限のない当社における標準となる
株式であります。単元株式数は100株
であります。

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 9,900 － －

総株主の議決権 － 9,900 －

（注）１．2023年11月15日開催の取締役会決議に基づき2023年12月８日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株式

分割を行っております。これにより、発行済株式総数は9,890,100株増加し、9,900,000株となっておりま

す。

２．2023年12月８日開催の臨時株主総会決議において定款の一部変更を行い、2023年12月８日付で１単元を100株

とする単元株制度を採用しております。

② 【自己株式等】

　 該当事項はありません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第１四半期会計期間(2023年３月１日から2023年５月31日まで)及び第１四半期累計期間(2023

年３月１日から2023年５月31日まで)に係る四半期財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビ

ューを受けております。

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

４ 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同

四半期との対比は行っておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2023年２月28日)

当第１四半期会計期間
(2023年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 18,086 25,560

売掛金及び契約資産 158,375 204,410

仕掛品 2,553 578

原材料 39,040 54,487

その他 13,759 8,313

流動資産合計 231,816 293,350

固定資産

有形固定資産 44,010 46,783

　投資その他の資産

　敷金 53,289 52,781

　その他 11,998 12,310

　投資その他の資産合計 65,287 65,091

　固定資産合計 109,298 111,875

　資産合計 341,115 405,226

負債の部

流動負債

　買掛金 － 9,900

契約負債 23,199 17,088

未払法人税等 18,779 37,252

一年内返済予定長期借入金 50,964 50,964

賞与引当金 － 6,000

その他 90,270 66,867

流動負債合計 183,213 188,072

固定負債

長期借入金 68,691 55,950

固定負債合計 68,691 55,950

負債合計 251,904 244,022

純資産の部

株主資本

資本金 9,900 9,900

利益剰余金 79,311 151,303

株主資本合計 89,211 161,203

純資産合計 89,211 161,203

負債純資産合計 341,115 405,226
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)
当第１四半期累計期間
(自 2023年３月１日
至 2023年５月31日)

売上高 293,996

売上原価 50,440

売上総利益 243,556

販売費及び一般管理費 134,300

営業利益 109,255

営業外収益

受取利息 0

営業外収益合計 0

営業外費用

支払利息 304

営業外費用合計 304

経常利益 108,950

税引前四半期純利益 108,950

法人税、住民税及び事業税 37,270

法人税等調整額 △311

法人税等合計 36,958

四半期純利益 71,992
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月１７日。以下

「時価算定会計基準適用指針」という。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指

針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ

たって適用することとしております。これによる四半期財務諸表への影響はありません。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自 2023年３月１日
至 2023年５月31日)

減価償却費 3,986千円

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、製造業ＤＸ事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(収益認識関係)

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社は、製造業ＤＸ事業の単一のセグメントであり、顧客との契約から生じる収益の内訳は、以下のとおりで

す。

(単位：千円)

ＡＩシステム ＤＸコンサルティング 合計

一時点で移転される財又はサービス 184,580 47,135 231,715

一定の期間にわたり移転される財
又はサービス

2,575 59,706 62,281

顧客との契約から生じる収益 187,155 106,841 293,996

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 187,155 106,841 293,996

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

当第１四半期累計期間
(自 2023年３月１日
至 2023年５月31日)

１株当たり四半期純利益 7.27円

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 71,992

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 71,992

普通株式の期中平均株式数(株) 9,900,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の
算定に含めなかった潜在株式で、前会計年度末から重要な変動があった
ものの概要

－
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(注)１．当社は、2023年11月15日開催の取締役会決議に基づき、2023年12月８日付で普通株式１株につき1,000株

の割合で株式分割を行っております。そのため、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し

て１株当たり四半期純利益を算定しております。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

(重要な後発事象)

　当社は、2023年11月15日開催の取締役会の決議に基づき、2023年12月８日付で株式分割を行いました。

　(1)株式分割の目的

株式分割により、当社株式の投資単位当たりの金額（最低投資金額）を引き下げるとともに、流動性向上及び

投資家層拡大を図ることを目的としております。

　(2)株式分割の概要

①2023年12月８日付をもって2023年12月７日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を１株

につき1,000株の割合をもって分割いたしました。

　 ②分割により増加する株式数

　 株式分割前の発行済株式総数 9,900株

　 今回の分割により増加する株式数 9,890,100株

　 株式分割後の発行済株式総数 9,900,000株

　 株式分割後の発行可能株式総数 39,000,000株

　③１株当たり情報に及ぼす影響

　 １株当たり情報に及ぼす影響は、（１株当たり情報）に反映しております。

　(3)新株予約権の行使価額の調整

今回の株式分割に伴い、当社発行の新株予約権の１株当たり行使価額を2023年12月８日以降、以下のとおりに

調整しております。

決議日 調整前行使価額 調整後行使価額

第１回新株予約権 2021年９月24日 2,400円 3円

第３回新株予約権 2023年３月７日 252,000円 252円

　(4)単元株制度の採用

当社は、2023年12月８日開催の臨時株主総会決議に基づき、同日付で定款の一部を変更し、１単元を100株と

する単元株制度を採用しております。

　(5)資本金の額の変更

今回の株式分割に際しまして、資本金の額に変更はありません。

　(6)発行可能株式総数の変更

2023年12月８日開催の臨時株主総会決議に基づき、同日付で定款の一部を変更し、発行可能株式総数を39百万

株としております。

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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